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平成 17 年度の主な取り組みは

　鳥取市では、厳しい財政状況に対応するため、平

成 16 年度に、職員の寒冷地手当や、退職時の特別

昇給を廃止しました。

　また、市長、副市長、収入役、水道・病院事業管理者、

教育長の給与についても平成17年４月１日から、給

料改定と合わせ 10％の削減を行っているほか、職

員の給与カットについても次のように実施します。

　

　

　

　

　このほか、業務の一層の効率化およびスクラップ・

アンド・ビルドの推進による時間外勤務手当の縮減

を図り、給与カットにあわせて、さらなる財源の確

保に取り組んでいきます。

　今後も、職員一丸となって、行財政改革を進めて

いきたいと考えていますので、市民のみなさんのご

協力をお願いします。

◆問い合わせ先

　市役所本庁舎職員課　 （0857）20-3107

区 分 内　　　　　　　容

基 本 給
課長以上

課長補佐・

係長など
主任など 主事など

△ 5％ △ 4.5％ △ 4％ △ 3％

管理職手当   一律 △ 20％

期 間
  平成17年6月1日
　　　～平成18年3月31日

削減額（率）  4 億 1,200 万円　（平均 △ 4.2％）

《削減の内容》

1. 市長事務部局および教育委員会など

2. 水道局・市立病院

削減の内容は市長事務部局に準じます。

削減額　1 億 900 万円

実施項目 主　な　内　容

補助金の整理
合理化

＊補助金の行政監査の実施（5～1月）
＊全ての補助金概要の作成と公表（4～6月）
＊整理合理化方針の策定（4～9月）

電子申請シス
テムの導入

＊電子申請専門部会の設置（6月）
＊電子申請可能な手続きの洗い出しと
　スケジュールの検討（7～12月）
＊電子申請推進計画（仮称）の策定（1～3月）

公共施設の統
廃合の推進お
よび財産利活
用計画の策定

＊横断的な検討組織の設置（6月）
＊施設活用の現状把握と遊休財産の仕分け（7～9月）
＊施設の統廃合基準の作成（10～12月）
＊統廃合施設一覧・遊休財産処理基準の作成（1～3月）
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